
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告

1 事業の成果

①小学校英語指導者資格認定事業

A登録団体

2023年 3月 31日 時点で認定されている登録団体は以下の 28団体 (認定順 )。

1.株式会社 mpi松香フォニックス (03年 07月 20日 認証)

2.株 式会社アルク (03年 07月 20日 認証)

3.イ ッティージャパン (03年 12月 26日 認証)

4.イ ーオン (04年 04月 01日 認証)

5.聖学院大学 (04年 11月 01日 認証)

6.玉川大学 リベラルアーツ学部 リベラルアーツ学科 (04年 12月 01日 認証)

7.株 式会社神日外語文庫 (06年 11月 01日 認証)

8.青 森明の星短期大学子ども福祉未来学科保育専攻 (07年 01月 01日 認証)

9.学校法人佐野学園専門学校 神日外語学院 (07年 06月 01日 認証 )

10.Aucuand EnghshAcademy(08年 06月 01日 認証)

11.文際学園日本外国語専門学校 (09年 05月 01日 認証)

12.In“ rnational House Vancouver(09年 11月 01日 認証)

13.杏林大学外国語学部 (10年 04月 01日 認証)

14.茨城キリス ト教大学文学部現代英語学科 (10年 09月 01日 認証)

15。 広島外語専門学校 (10年 11月 01日 認証)

16.九州ルーテル学院大学 (11年 01月 01日 認証)

17.金城学院大学 (11年 06月 01日 認証)

18.株式会社 ECC(12年 3月 01日 認証)

19.京都橘大学 (13年 09月 01日 認証)

20。 学校法人藤学園藤女子大学 (14年 02月 01日 認証)

21.白 百合女子大学 (15年 10月 01日 認証)

22.明海大学 教職課程センター (18年 04月 01日 認証)

23.株式会社 京進 (18年 06月 15日 認証)

24.拓殖大学 (外国語学部英米語学科)(18年 07月 20日 認証)

25。 名古屋外語・ホテル・ブライダル専門学校 (18年 12月 01日 認証)

26.大阪成曖短期大学 (19年 01月 01日 認証)

27.京都光華女子大学 (21年 12月 15日 認証)

28.清泉女学院大学 (23年 2月 1日 認証)



B小学校英語指導者資格の認定者数

2022年度認定者数   838名 (2021年度は 2,553名 )

資格認定指導者総数   38,459名 (2023年 3月 末時点)

② トレーナー検定試験

「英語指導者育成講座を企画立案 し、指導者を指導する者」としての トレーナー育成を目的とするトレー

ナー検定試験を実施 した。なお、検定試験は新型コロナウィルスの感染拡大を防止するため、オンラインで

開催された。

第 17回 トレーナー検定試験の実施結果は次のとおり。

会 場  協議会本部、受験生は Z00Mにて

期 日  2023年 2月 23日 (木・祝)

受験者数  日述試験 :3名 、実技試験 :6名

合格者   口述試験 :2名 、実技試験 :2名

(ト レーナー資格取得者 1名 、 トレーナー資格取得者総数 125名 )

③指導者資格更新事業

当協議会の認定する小学校英語指導者資格は有効期間を 4年間としており、4年ごとに資格の更新手続き

を必要とする。資格更新手続きには、4年間における英語指導活動レポー トの提出を課しており、小学校で

の英語指導経験、現在の小学校英語に思うこと、自身の英語学習について、動画を見ての感想のいずれかを

記述した書類を受け取っている。 (2022年度の資格更新者数 5,200名 )

④登録団体資格更新

登録団体資格も指導者資格と同様に有効期限を 4年間として、4年ごとに登録団体の再審査を行い指導者

養成のあり方を確認している。

〔更新状況〕2022年 4月 1日 ～2023年 3月 31日

・対象団体 12団体(8団体が更新、4団体が脱退)

⑤資格者向けの講座を企画 。実施

資格を取得した方に向けた、学び直しの講座を企画 。実施。22年度はZoomで実施した。

〔日程〕2022年 9月 11日 (テーマ :「免許制度を知る」)

9月 18日 (テーマ :「小学校とは」)

10月 8日 (テーマ :「国際理解を深める」)

11月 26日 (テーマ :「学習指導要領の理解」)

12月 3日 (テーマ :「英語力向上」)

〔受講人数〕957人



⑥小学校英語成果普及事業

明海大学と協催している、文部科学省委託事業「明海 JOEPLUS2022」 の一環として、参加教育委員会

を訪問。授業研究・意見交換を実施し、J‐SHINEについての説明も行った。

〔訪問先〕福島県いわき市教育委員会、新潟県妙高市教育委員会、秋田県横手市教育委員会

〔参加人数〕30人

⑦有料職業紹介

2022年度から本格的な事業を開始した資格者へ有料職業紹介を実施。

〔日程〕2022年 4月 1日 ～2023年 3月 31日

〔紹介人数〕1,084人

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【33,994】 千円)

疋駅 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

支盃 1 支盃
対象者 1対象者
範囲 1 人数

事業費
(千円)

小学校英語指導

者の資格認定事

業

登録団体審査認定
4月 1日 ～

3月 31日

協議会

本部

(東京都)

15人

資格認定者

838名

資格更新者

5,200名

28,972
英語指導者の

資格認定 。資格更新

4月 1日 へ′

3月 31日

協議会

本部

(東京都)

トレーナー検定試験

の実施と認定
2月 23日

協議会

本部

(東京都)

小学校英語指導

者を養成するた

めの講座・セ ミ

ナーなどを運営

する事業

資格者向けの講座を企画・実

施

9月 11日

9月 18日

10月 8日

11月 26日

12月 3日

協議会

本部

(東京都)

10人
資格者

957名
4,320

小学校英語活動

普及のためのシ

ンポジウムなど

のイベン ト事業

教育委員会・学校を訪問し、

授業研究 。指導改善を実施
7月 、11月

福 島 県 い

わき市、新

潟 県妙 高

市、秋田県

横手市

9人
学校教員

30名
702



(2)その他の事業 (事業費の総費用 【3,967】 千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 同時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

有料職業紹介

事業

資格者向けに、小学校英語に関する

就業機会を紹介

4月 1日 へ′

3月 31日

協議会

本部

(東京都)

3人 3,967



書式第 14号 (法第 28条関係 )

2022年度 活動計算書 (その他事業がと
`登
場合)

事 業 報 告 用

2

蛍 柿 1円

科 目
特定非営利活動に係る事業 その他事業

合計
金  額 小計・ 合計 金  額 小計・合計

正会員受取会費
正会員受取入会金
賛助会員受取会費
賛助会員受取入会金

受取寄附金

3

4

講座運営事業収益
有料職業紹介事業収益

受取利息
雑収入

1,200,000
0

1,062,000
0

2,262,000 L 2,262,000

/

1,000
1,lXЮ

43,378,542
900,000

44,278,542

3,618,010

3,618,010 47,896,552

65,120
420

64,700

65,121

46 606 66ラ 3_618_010

1,225,605
1,225,605 14,197,307

199,307

85,771
707,307
15,130

5,555

1,403,141
81,035

244,800

2=742:046 23,766,745

Ｏ
υ

ｎ
Ｖ

Ｏ

〉

〈Ｖ

左
ム

●
“́

１
ム

Ａ
υ

員
υ

■
■

]2,971,702

3,086,477
0

267,720
439,594

3,172,993
2,252,635

0

332,317
394,939

1,239,788
225,000
58,993

0

0

110,000
702,840
373,105
98,190

1,474,412
292,019
885,965
665,604

1,106,874
28,656

294,204
64,566

1,181,364
173,049

2,079,500
23,895

21,0241699

F璽¬



(1)人件費
給料手当
退職金

1,441,301
2,688,000

4,129,301 Ｌ

】 4,129,301

(2)その他経費
通勤手当
旅費交通費
通信費
消耗品費
法定福利費
福利厚生費
リース料
会議費
広告宣伝費
支払手数料
支払報酬
地代家賃
水道光熱費
交際費
新聞図書費
諸会費
租税公課
理事会運営費
雑費

52,367
942,146
98,441
85,221
163,824
32,447
3,184

90,521
122,986
7,174

2,436,472
131,263
19,228
8,222
73,304
2,575

0

831,003
2,655

5.103,033 5,103,

9 7Rフ  RR」 0 9■, RR`

日 」‖ 8 967 651
堂 贈 減 額 rA】 ―『 B】 …∩ 3_377_927

,   :

・・・

`D

■日□裏園

47_957_580
51_335_507

Ｏ

ｖ

正

△ 349_641



書式第 15号 (法第 28条関係 )

2022年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人小学校英語指導者認定協議会

金  額 小 計・ 合 計

現金預金
未収金

53,362,200
738,210

書き合辞  ・・・ ∩ 54100■ 10

2
敷金 1,745,000

3

【A】 資 産 合 計 ①+② 55,845,410

47.957.580
3.028_286

50 985 866

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 55,845,410

-11 個l(日  の  1「[

ITI]鷹
=111

540,760
92,311

2,245,500
ハ
Ｖ
　
ワ
ｉ
　
ｎ
ｖ

Ａ
Ｖ
　
Ｏ

′
　
ｎ
Ｖ

ハ
Ｖ
　
民

υ
　
員

υ

′
■
　
月
■

未払金
未払費用
未払消費税等
未払法人税等
預り金
年会費等前受金

間[=ヨ「 1

固定 負債 合 計  ・ ・ ・ ④ 0
合 計 ∩ キ ④ 4 859 544



書式第 16号 (法第 28条関係 )

2022年度  計算書類の注記
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人小学校英語指導者認定協議会
1.重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年7月 20日 2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会)に よっています。
なお、消費税等の会計処理については、税込経理により処理 しています。

2

1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5。 その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

役員報酬

給料手当

雑給
退職金

人件費計
(2)その他経費

IDカ ー ド作成費
集金代行費用
トレーナー検定試験実施費用

団体審査謝金

印刷発送作業
事業郵送費

書式印刷費
事業消耗品費
事業交通費
事業支払報酬

講師謝金

講座会議費

講座消耗品費

3,086,477
0

267,720
439,594

3,172,993

2,252,635
0

332,317

394,939
1,239,788

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

225,000

58,993

0

3,086,477

0

267,720

439,594

3,172,993

2,252,635

0

332,317

394,939

1,239,788

225,000

58,993

0

3,086,477

0

267,720

439,594
3,172,993

2,252,635

0

332,317

394,939
1,239,788

225,000

58,993

0

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

科 目 資格認定事業 講座運営事業 普及活動事業 有料職業紹介事業 事業部門計 管理部門 △ ユ
ロ ロ:

0

0

0

43,378,542
0

０

０

０

０

０

００Ｕ^Ｕ^Ｏ
υ

０

０

０

０

０

Ａ
Ｕ

∩
０

ハ０ｏ５

０

０

０

０

０

0

0

0

47,896,552

0

000
000

0

0

120

2,262,000
1,000

0

47,896,552

2,262,

43.378.542 900.000 Ａ
υ 3.618.010 47.896.552 2.328.120 50,224,672

0

9,209,122
1,168,239

0

2,302,281
292,060

ｎ
Ｖ

ｎ
Ｖ

Ａ
υ

0

1,225,605

0

0

12,737,008

1,460,299

0

0

1,441,301

0

2,688,000

0

14,178,309

1,460,299

2,688,000

10。 377.361 2.594,341 ｎ

ｖ 1,225,605 14。 197.307 4.129.301 18,326,608



講座通信運搬費

講座支払報酬

イベン ト事業費

通勤手当
パー ト通勤手当

旅費交通費
通信費
消耗品費
法定福利費

福利厚生費
リース料

会議費
広告宣伝費
支払手数料

支払報酬

地代家賃

水道光熱費
交際費
新聞図書費
諸会費
租税公課
理事会運営費
雑費

0

0

0

0

78,552

298,484

708,772

532,483

1,179,529

233,615

22,924

235,363
885,499

51,652

0

945,091
138,439

0

0

0

2,079,500
0

19,116

0

110,000

0

0

19,638
74,621

177,193

133,121

294,883

58,404

5,732

58,841

221,375
12,914

0

236,273

34,610
0

0

0

0

0

4,779

0

0

702,840
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

199,307

85,771
707,307

0

0

0

5,555

15,130
0

0

1,403,141
81,035

0

0

0

244,800
0

0

0

110,000

702,840
0

98,190
572,412

971,736
1,372,911

1,474,412

292,019

28,656
299,759

1,122,004

64,566
0

2,584,505

254,084
0

0

0

2,324,300
0

23,895

0

0

0

41,457
10,910

942,146
98,441

85,221
163,824

32,447

3,184
90,521

122,986

7,174

2,436,472
131,263
19,228

8,222

73,304

2,575
0

831,003

2,655

0

110,000

702,840

41,457

109,100

1,514,558

1,070,177
1,458,132

1,638,236

324,466

31,840

390,280
1,244,990

71,740

2,436,472

2,715,768
273,312

8,222

73,304

2,575
2,324,300

831,003

26,550

その他経費計

3.役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項
。事業費と管理費の接分方法
常勤職員の従事割合により、常勤職員人件費及びその他の経費を事業費 :管理費を9:1と している。
なお、パー ト職員の人件費はすべて事業費とし、常勤職員の退職金はすべて管理費としています。

4

1 377 840 046 745 1 033 778

843 718 840 967 651 37 052 334 38647 1

1 699 286

財務諸表に計上
された金額

内、役員との取引
内、近親者及び

支配法人との取引科 目

1.000 ｎ

ｖ

ｎ

ｖ

(活動計算書 )

受取寄付金

活動計算書計 1,000 ｎ

ｖ

ｎ

ｖ



書式第 17号 (法第 28条関係)

2022年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人小学校英語指導者認定協議会

[コ ] |=| ■, 題 | ′1ヽ    ヨ十 合  計

現金預金
手元現金
三菱UFJ銀行普通預金
ジャパンネット銀行普通預金

0

46,674,666
6,687,534

公益財団法人日本英語検定協会 他2件 738,210

敷金
千代田区神田佐久間河岸事業所1階 。4階 1,745,000

17■■ 000

【A】 責 産 合 計 ①+② 55,845,410

【i -11 債 P=l〈

未払金
封筒印刷代 (資格認定事業用)

税理士顧問報酬 (6ヶ 月分)

通信費 (事業費・管理費)

消耗品費 (管理費)

リース料 (事業費 。管理費)

旅費交通費 (管理費)

新聞図書費 (管理費)

60,782
9,749

900
16,920
3,960

神田税務署 2,245,500

千代田都税事務所 70,000

源泉所得税 (給与)

源泉所得税 (報酬)

住民税

□期 (基幹会員)

翌期会費 (賛助会員)

翌期資格認定料

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 4,859,544

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 5C),985,866



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該 当者のみに記入)氏   名

1 〇・監事
タカノ ケイゾウ 令和 4年 4月 1日

31日令和 5年 3月

年  月  日

年  月  日高野 敬三

2 監 事

フジタ タモツ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月  31日

年  月 日

日年 月藤田 保

う
０ 〇 監事

カノ アキコ 令和 4年 4月  1日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日狩野 晶子

４

ム

⌒

健ラ〉監事
クマガイ ヤスユキ 令和 4年  4月 1日

31日令和 5年 3月

年

年

月

月

日

日熊谷 泰行

Ｅ
Ｄ o監事

スズキ ナツミ 令和 4年 4月 1日

31日令和 5年  3月

年  月  日

年  月  日鈴木 菜津美

6 〔三)。
監事

ナガクラ マコト 令和 4年 4月 1日

31日令和 5年 3月

年  月 日

日年 月長倉 誠

7 〇 。監事
ニシダ ノリコ 令和 4年 4月 1日

31日令和 5年 3月

年 月

月

日

日年西田 紀子

監 事

ヒガシ ヒトミ 令和 4年 4月  1日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日東 仁美

Ｑ

０
監 事

マシオ ヒ トミ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年 月 日真塩 ひとみ

10
⌒

理事くこジ
タイラ ナツキ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年

年

月

月

日

日平良 夏木

11
⌒

理事(こヲ

タクミ マコト 令和 4年 4月 1日

31日令和 5年 3月

年

年

月

月

日

日宅見 誠



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

氏   名

1
イッティージャパン株式会社

代表取締役 川 口 路広

2 NPO教育支援協会

代表理事 吉田 博彦

3
株式会社mpi松 香フォニックス

代表取締役社長 竹村 千栄子

4
株式会社アルク

代表取締役社長 天野 智之

5
株式会社イーオン

代表取締役 山峙 高人

6
NPO教育支援協会東海

代表理事 本多 功

7
茨城キリス ト教大学文学部現代英語学科

教授 村上 美保子

8
株式会社ラクサス

代表取締役社長 長倉 誠

9 吉田 研作

10 星野 守男

11

12


